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○山本（和）委員　ありがとうございます。
　引き続きまして、海賊版サイトの運営は、金銭が目当てということで、サイトに訪問者が来るごとにお金が課金されるということの、広告モデルを採用しているというふうに聞いております。
　そこでお聞きしたいのが、この前の参考人質疑で伺った、広告業界とのブラックリストの共有化にとどまらず、海賊版サイトへの広告掲載の対価の支払い自体を犯罪行為のための資金提供と捉えて違法化できないかということでございます。
　ネット広告では、広告主が膨大なウエブサイトと個別に契約を結ぶのが難しいということから、さまざまなサイトから配信先を選定してまとめるアドネットワーク事業者と契約を結ぶことが多くて、広告主と配信先が自動的にマッチングされて、どういうふうな媒体に広告が掲載されているかわからないという業界のビジネスの仕組みそのものを変えていかなければならないと思いますけれども、そのあたりの見解をお聞きしたいと思います。

○小笠原政府参考人　委員御指摘のとおり、海賊版サイトへの広告出稿を抑制することは大変重要な課題だというふうに認識をしております。
　現在、権利者団体、広告関係団体の方々が連携しながら、定期的に、広告出稿すべきでない海賊版サイトリストの共有を行うなど、対策を進められているというふうに承知をしております。
　本年四月、特に被害が大きい海賊版サイトをモニターしたところ、広告関係の団体の加盟者の方々が配信する広告につきましては一件も表示されていないということを確認しており、一定の効果が得られているというふうに考えております。
　御指摘のありました、こうした広告出稿を犯罪行為として法的に規制できないかという点でございますが、広告を出稿している事業者の方々の経済活動の自由ということの制約にもなり得るといったことなどの事情も勘案しつつ、海賊版サイトへの広告出稿の抑制という課題との間で、バランスを見ながら検討していくことが必要だというふうに考えております。
　なお、今、デジタル広告の仕組みについての御指摘をいただきました。
　御案内のとおり、インターネット広告は、広告主にとって、デジタル技術の活用によって、ターゲットに応じて広告をきめ細やかに出稿できるという利点がございます。
　こうした点を生かしつつ、かつ、違法サイトへの広告モデルによる収益の阻止という観点から、インターネット広告配信事業者の業界団体におきまして自主的なガイドラインを策定し、海賊版サイトなど不適切なサイトへの広告掲載の排除に努めること、これをルール化しているというふうに承知をしております。
　いずれにしましても、海賊版サイトへの広告出稿抑制を業界全体に広げるための取組を後押しするため、経済産業省といたしましても、引き続き、業界団体と連携して、非会員企業への働きかけを含め、対策に取り組んでまいりたいというふうに考えております。
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